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２０２６年５月１８日 

 

海外高付加価値旅行者誘致による「新次元の観光立国」への転換   

～持続可能な地域経済の創出と観光産業の構造改革に向けた提言～ 

 

主席研究員 遠藤 克己   

 

【要旨】  

 

日本政府は、コロナ禍からの完全な経済回復と観光産業の抜本的な 再興を目指し、「観光立国」

の 推進を国家戦略の中核に据えている 。 

日本全体を見ると訪日外国人旅行者は2025年に4,268万人と過去最高を記録した。 

政府は2030年で訪日客 6,000万人、消費額 15兆円という目標を掲げているが、ただ訪問者数を増

やすだけでは観光の質は上がらない。 

本レポートでは、従来の「訪問者数」を追い求める数至上主義から脱却し、経済・社会・環境に

深い恩恵をもたらす「持続可能な観光（観光 SDGs）」へパラダイムシフトを提唱する 。   

特に1回あたりの着地消費額が 100万円を超える「高付加価値旅行者」層の誘致は、観光産業を低

収益体質から脱却させ、「稼げる戦略産業」へと転換するための最重要課題である 。私はJNTO

（日本政府観光局）理事としての実務経験に基づき、2025年に過去最高を記録した訪日外客数

4,268万人という「量」の基盤を、いかにして「地域経済への高い波及効果」という「質」の成果

へと結びつけるべきか、その具体的な施策と未来像を詳述する 。   
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はじめに 

 

みなさんは四国徳島県祖谷地方をご存じだろうか。 

徳島県西部に位置する三好市祖谷（いや）地方は急峻な山々に囲まれた日本三大秘境の一つであ

る。（三大秘境：岐阜県白川郷、宮崎県椎葉村、祖谷地方 いずれも山深く平家落人伝説などを持

つ） 

私は2024年7月にかねてからの知り合いでホテル祖谷温泉を経営していた植田氏のもとを訪れ

た。2018年7月からの私の日本政府観光局（JNTO）勤務経験で世界の富裕層、高付加価値旅行者が

日本を多数訪れていることは理解していたが、昨今高付加価値旅行者は地方のあまり混んでいない

地域を好んで訪れるという情報をこの訪問で実感することができた。 

祖谷地方は1971年にアメリカ出身の東洋文学者 アレックス・カー氏が訪れ日本の原風景が残る

この地に魅了され、１９９３年に「美しき日本の残像」という著書を発刊、築300年の藁葺民家を

購入して「ちいおり」という宿泊施設として展開することで祖谷の名を世界に広めていった。急峻

な山間で道路は非常に狭く急カーブが続くが基本的にはレンタカーでインバウンドも自ら運転して

訪れている。そのため訪問者数が限られ結果としてオーバーツーリズム対策にもなっている。 

また「大歩危・祖谷」という地域全体のブランディングにも成功しており、 

徳島県三好市では２０２４年に市を訪れた外国人は約６．１万人になり全観光客の約４分の１を占

めている。 

祖谷地区のホテルの外国人比率も平均40％以上で宿泊料金もかなり高額となっているが外国人の

自社サイト直接予約の比率が非常に高くリピーターの獲得につながっていると思料される。 

祖谷地区の外国人向けホテル、施設で構成されている「大歩危・祖谷いってみる会」も高付加価値

旅行のプロモーションを香港、欧米豪などを中心に行ってきたことが奏功している。 

 

2022年に観光庁と JNTOは、1回あたり100万円以上の着地消費をする旅客を「高付加価値旅行

者」として整理し（300万円以上をハイエンド層、100万円以上をラグジュアリー層と定義）行動

分析を開始しているがこれまでの人数至上主義から、「旅行消費単価 × 滞在日数」の最大化を軸

とする価値ベースの成長モデルへとシフトし、適正な対価を地域に循環させる「三方よしの好循

環」の創出が急務となっている。 

今回の祖谷温泉の宿泊施設は単独では 100万円の消費の実績とはならないことが多いだろう。祖谷

を訪れる海外高付加価値旅行者の多くは祖谷に入る前か後に東京、京都、大阪などの旅行も計画し

ており、結果としてすべての旅行の合算で 100万円を超える高付加価値旅行者になる可能性もある

と思われる。 

今回、四国祖谷温泉を例にあげたのは海外高付加価値旅行者層にとって東京、大阪、京都以外の地

方のコンテンツを組み合わせることがいかに地域にとって重要かの成功事例である。 
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以下の写真はすべて筆者撮影の祖谷渓谷 

   

ホテルから見える祖谷渓谷        渓谷沿いの温泉につながるケーブルカー 

                   

 
祖谷 ひの字渓谷～ミシュラングリーンガイドブック２スター（☆☆） 
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祖谷渓谷を渡るかずら橋         祖谷渓谷の小便小僧   

 

 

 

         

 

 

 

１． 背景 

 
2020年からのコロナ禍を経て、2022年10月以降のインバウンド解禁の中で外国人富裕層による安

心・安全な日本旅行への要望が強まってきた。 

コロナ禍を経て策定された第4次観光立国推進基本計画では消費目標（５兆円）は大幅に達成した

ものの訪日外国人地方宿泊数は目標の約７割（目標の２泊に対して１．４泊）にとどまった１。三

大都市圏（東京、大阪、京都など）への集中が顕著であり地方部への宿泊者数の増加が喫緊の課題

である。 

 

１． 第４次観光立国推進基本計画（2022年策定）  

2025年目標 

訪日外国人旅行者数  2019年（3188万人）超え 

訪日外国人旅行消費額 5兆円 

訪日外国人旅行者一人当たりの地方部宿泊数 2泊  

 



 

 

   

                                          
Researcher Report                    

 
 

5 

２．現状と統計 

 

高付加価値旅行者層の出身地域としては、アメリカ、中国、東南アジア、中東、欧州が中心であ

り、今後の成長が見込まれるのは特に中国、インド、東南アジアである。海外富裕旅行者の特徴と

しては滞在期間も長く、地方での消費も旺盛である。 

 

 

 

2..UHNWは(（Ultra High Net Worth）の略 

 

2023年時点での世界的な超富裕層（UHNW：個人資産 3,000万米ドル超）の分布を

見ると、北米（37.8%）、欧州（26.2%）、アジア（25.9%）が三大市場となっている 。 

 

 
●アジア市場： 110,630人（前年比2.7%増）。特に中国、インド、東南アジアの成長が著しい 。   

● 北米市場：  161,280人（前年比11.9%増）と圧倒的なボリュームを誇る。 

 

＊日本市場では2023年における「高付加価値旅行者（1回の訪日で 100万以上消費する層）は 

  旅行者数：約 59万人    旅行者全体に占める比率：約 2.4％ 

消費額 ：約 1兆円    消費額約 19.1％ 
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３．ターゲットとなる海外高付加価値旅行者層の特徴 

高付加価値旅行者は一般的に「時間に余裕があり、価格よりも質を重視する」「プライベート空間

と特別な体験を好む」「文化的・芸術的関心が高い」という特徴を持つ。この特性は、日本の伝統

文化、自然、食、ホスピタリティとの親和性が高い。 

海外では以下の特徴がある。 

・アジア層（中国、台湾、香港、シンガポール等）： ブランド志向が強く、買い物や高級宿泊施

設を好む傾向にある。 

・欧米層（アメリカ、フランス、イギリス等）： 文化・体験志向が強く、環境や地域社会に配慮

したサステナブル・ラグジュアリーを志向する。 

・中東層（UAE、サウジアラビア等）： プライバシーを最優先し、ハラール対応や高級医療・ス

パへの関心が高い。 

 

４．日本の地方での海外高付加価値旅行誘致の成功事例 

 
冒頭の四国祖谷地区以外にも地域の資源を適切に保全しながら高付加価値な物語へと昇華させた事

例が存在する。 

• 京都（南禅寺周辺）： 高級旅館と茶道・庭園体験の組み合わせが欧米層から人気を集め

ている。 

• 長野（白馬、軽井沢）： 自然豊かな環境の別荘・ヴィラ、リトリート型スパ施設が、ア

ジアのファミリー層向けに成功している。 

• 和歌山（高野山）： 精進料理や宗教体験が、欧米層から「ディープ・ジャパン」として

高く評価されている。 

• 北海道（ニセコ・トマム）： 高級コンドミニアムでの長期滞在が、豪州・香港などの層

から支持されている。 
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５．主な課題 

 

5.1 受け入れ体制と産業構造の課題（低収益体質と人材不足）  

 

日本の観光産業における労働生産性は全産業平均の約4割と極めて低く、日本の観光 GDP比率

（2.0%）はG7諸国で最下位であるなど、構造的な低収益体質からの脱却が急務となっている。こ

の「稼ぐ力」の弱さが従業員の待遇改善を妨げており、英語や中国語等に対応できる多言語スタッ

フや通訳ガイドなどの深刻な人材不足を招いている。また国内大手や外資系の高級ホテルの展開は

東京、大阪、京都、名古屋、福岡などの主要都市に集中しているため地方においてはラグジュアリ

ーホテルやヴィラなど、高付加価値層のニーズを満たす高級宿泊施設の数が限定的であり、受け入

れ体制が決定的に不足している。加えて、他国と比較して娯楽やサービスへの消費が乏しいこと

も、高付加価値旅行者の獲得シェアを下げる要因となっている。 

 

5.2 プロモーションとマネジメント体制の弱さ（DMO ３の課題）  

 

日本には世界的に魅力的な観光資源が豊富に存在するにもかかわらず、海外の高付加価値旅行者に

向けて明確なブランド化や情報発信が十分にできていない。特に、彼らが旅行手配の際に利用する

コンシェルジュやトラベルアドバイザーに対する強力な訴求が不足している。さらに、地域観光の

司令塔となるべきDMO（観光地域づくり法人）においては、多くの DMOが一過性の補助金に頼る

など自律的・持続的な安定財源を持たず、高度な専門人材も不足しているため、データに基づいた

マーケティングや地域全体の収益を最大化するマネジメント体制が十分に機能していないのが現状

である。 

３．DMOとは「Destination Management/Marketing Organization」の略で 

観光庁が「観光地域づくり法人」と位置づける地域の観光地経営を担う中核組織のこと 

 

5.3 移動手段とインフラ・環境問題（偏在とオーバーツーリズム） 

  

コロナ禍を経て策定された第4次観光立国基本計画の目標達成度を見ると、当初の予測をはるかに

上回るペースで回復したが東京、大阪、京都など上位10の特定地域への過度な集中により、混雑

やマナー違反といったオーバーツーリズムが発生し、地域住民との間に摩擦を生じさせている。ま

た、高付加価値旅行者層が強く求めるプライバシーと円滑なアクセスを担保するインフラの整備も

遅れている。プライベートジェットやヘリコプター移動などに対応したインフラや許認可体制も十

分とは言えず、地方空港での受け入れ体制も極めて限定的となっている。 
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６．今後の具体的施策 

 

6.1 政府・JNTOの取組と DMOの機能強化  

 

国およびJNTO（日本政府観光局）は、グローバル市場での競争力を高めるため、ILTM４（国際観光

見本市）でのプロモーションや、「Serandipians」５「Virtuoso」６といった海外高付加価値旅行者コン

ソーシアムとの連携を強化し、国内サプライヤーとの提携推進や高付加価値ガイド研修を実施して

いる。 国内体制としては、地域マネジメントの司令塔である DMO（観光地域づくり法人）の質的

向上が不可欠である。 

 

４．ILTM(International Luxury Travel Market  

世界最高峰のラグジュアリー旅行業界に特化した完全招待性のＢ2Ｂ商談会 （カンヌ、シンガポ

ール、北米、ラテンアフリカ、アフリカで開催） 

５．Serandipians(セランディピアンズ)  

欧州を中心に高付加価値旅行（ラグジュアリートラベル）を扱う旅行会社やホテル、世界的な招

待制コンソーシアムのこと。 

６．Virtuoso(ヴァーチュオーソ) 

世界中のラグジュアリーホテル、クルーズ、旅行会社が加盟する世界最大級の富裕層向け旅行ネ

ットワーク 

 

また 

宿泊税７や入湯税８といった「自律的な安定財源」の確保と外部の専門人材を継続的に登用できる

組織作りを強力に支援し、データに基づいた観光需要と住民意向の調整機能を確立させる必要があ

る。 

 

7．宿泊税  観光振興や観光公害対策を目的として、ホテルや旅館の宿泊者に対し地方自治体が

条例に基づき課す法定外目的税。2026年4月時点では東京都、大阪府、京都市、金沢市など 120以

上の自治体で導入・検討されており、1人当たり 100円～1000円程度が基本。 

 

８．入湯税  温泉や鉱泉の入浴客に課される 1人1日150円（標準）の地方税 
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6.2 観光資源の再編集とラグジュアリー体験の提供  

 

高付加価値層が求める「質、プライベート空間、文化的体験」に応えるため、既存の資源を単なる

見学対象から「体験型コンテンツ」へと再構築する。 

特別感のある文化・伝統体験： 寺社仏閣の夜間貸切参拝や庭園のナイトツアー、茶道・刀鍛冶・

陶芸などの職人との直接交流を整備する。さらに、能や歌舞伎を少人数で体験できるプライベート

観覧など、独自演出を施した文化体験を提供する。 

 

6.3 持続可能な観光地マネジメントとオーバーツーリズム対策  

 

「住んでよし、訪れてよし」の観光地域づくりを実現するため、「日本版持続可能な観光ガイドラ

イン（JSTS-D）９」を活用したデータ駆動型のマネジメントを 100地域で展開する。さらに、うち

50地域では「Green Destinations（GD）１０」や国連世界観光機関（UNWTO）の「Best Tourism Villages

（BTV）」といった国際認証・表彰の獲得を目指し、グローバルな評価を確立する。 また、住民

生活との調和を図るため、以下の具体策を講じる。 

 

⚫ オーバーツーリズム対策： 観光客からの入域料の徴収と地域への還元、需要に応じた予

約制による混雑の平準化、公共交通への乗換えを促す「パークアンドライド」の整備、

大きな荷物によるマナー違反や混雑を防ぐ手ぶら観光を推進する。 

⚫ 景観形成と環境配慮： 地方温泉地や国立公園等での廃屋撤去、無電柱化を通じた歴史的

風致の維持を行う。同時に、旅行者に対しカーボンニュートラルな交通手段の利用や、

プラスチックゴミ・食品ロス削減に取り組む施設の利用を啓発する。 

９．ＪＳＴＳ－Ｄ（Japan Sustainable Tourism Standard for Destinations）は観光庁が策定した「日本版持続   

可能な観光ガイドライン」 

10．Green  Destinations  オランダに本部を置く国際的な非営利団体で持続可能な観光地や地域社会

を認証・支援している。 
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6.4 宿泊・交通インフラの拡充と観光 DX  

 

日本の観光産業の「稼ぐ力」を最大化し、構造的な低収益体質からの脱却を図る。 

• 宿泊業の「高付加価値経営」への移行： 現在、外資系高級ホテルや国内大手ホテル（帝

国ホテルなど）は東京や京都等に集中しており、地方での受け皿不足が深刻である。容積

率緩和やリノベーション支援を活用し、世界水準の宿泊施設を地方にも展開する。同時

に、適切な労働環境整備や財務諸表活用を組み込んだ「高付加価値経営」の登録制度を創

設し、小規模事業者の経営を抜本的に改善する。 

• 観光DXとレベニューマネジメント： PMS（顧客予約管理システム）の導入支援や、API

連携 11による地域単位でのデータ（予約・決済）共有を推進する。これにより、需要に応

じた動的な価格設定（レベニューマネジメント）を行って収益を最大化し、その利益を従

業員の待遇改善（賃金水準の引き上げ）に直結させる好循環を確立する。 

11．AP連携とは異なるソフトウエアやシステム間で機能やデータを共有・自動化する仕組

みのこと 

6.5 ビジネス需要・国内交流との相乗効果  

 

多様な市場からの誘客を組み合わせることで、地域経済の安定性とレジリエンス（強靱化）を高め

る。 

• MICEとビジネス誘致： 2025年の大阪・関西万博をショーケースとし、高単価なビジネス

客を地方へ送り込む周遊ルートを確立する。国際会議等の MICE分野において、アジア最

大の開催国の地位を堅守する 

6.6国内観光市場とアウトバウンド：  

 

人口減少に対する地域コミュニティの維持策として、特定地域に通う「第 2のふるさとづくり」

「2地域居住」やワーケーション、ユニバーサルツーリズムを推進する。また、若年層を中心とし

た日本人の海外旅行（アウトバウンド）を促進する「ツーウェイツーリズム」を展開することで、

地方直行便などの国際航空路線の維持・拡大を図り、インバウンドへの相乗効果を生み出すことが

重要である。 
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７．提言と展望 

 

7.1 観光資源の再構築とブランド化 日本の普遍的な価値である伝統文化や自然環境を、単なる見

学対象となる「観光地」として紹介するのではなく、国際基準を満たす「体験型の観光商品」とし

て再構築・再編集することが極めて重要である。 

• 文化・知的探究型の深化： 職人との交流、文化財や寺社仏閣の貸切参拝（夜間貸切り

等）、茶道・庭園体験、精進料理・宗教体験など、特別感のある文化・伝統体験を造成

し、高付加価値層が求める「質とプライベート空間」を提供する。さらに、古民家や城、

社寺などの歴史的資源を単なる見学対象とせず、宿泊・滞在型コンテンツとして面的に再

生・活用するまちづくりを推進する。 

• 自然・アドベンチャー型の拡充： 2026年に173兆円規模へと成長が見込まれるアドベン

チャーツーリズム（AT）市場を捉え、国立公園等の優れた自然環境の保護と利用を両立さ

せたブランド化を図り、長期滞在を促す。 

• サステナビリティの国際基準導入： コンテンツ造成の基盤として「日本版持続可能な観

光ガイドライン（JSTS-D）」を活用し、「Green Destinations」などの国際的な認証・表彰の

取得を目指すことで、グローバル市場での競争力を担保する。 

7.2 人的資源への投資と DXの推進（受け入れ体制とDMO強化）  

 

地方においても高水準のサービス提供や多言語対応、国際基準の接客ができる人材の育成が急務で

ある。構造的な低収益体質からの脱却なしに、これらの人材確保は成り立たない。 

• 宿泊業の「高付加価値経営」移行： 財務諸表の活用や適切な労働環境整備を盛り込んだ

ガイドラインに基づき、「高付加価値経営」の登録制度等を創設して小規模事業者の経営

体質を抜本的に改善する。 

• 観光DXによる生産性向上： PMS（顧客予約管理システム）の導入支援や、API連携による

地域単位でのデータ共有を推進する。これによりデータに基づいた動的な価格設定やレベ

ニューマネジメント（収益最大化）を実践し、創出した利益を従業員の賃金水準引き上げ

（待遇改善）に充てることで、人材不足を解消する「好循環」を確立する。 

• DMOの司令塔機能の強化： 地域経営の司令塔となる DMO（観光地域づくり法人）に対し、

宿泊税や入湯税といった「持続可能な自立財源」の確保と、外部専門人材の継続的登用を

断行させ、データ駆動型の「世界的な DMO」へと進化させる。 

 

7.3 交通・移動手段の革新 

  

高付加価値旅行者層の誘致には、彼らが求める移動のプライバシーと利便性を満たすインフラの革

新が不可欠である。 
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高付加価値層向けモビリティの拡充： プライベートジェットの着陸が可能となる地方空

港のインフラ・許認可体制の整備、ヘリコプター移動や高級レンタカーなど、交通手段の

選択肢を国際水準に引き上げる。 

• 流動の活性化とツーウェイツーリズム： 地方直行便の増便に加え、大都市から地方への

「のこぎり型（双方向）」の流動を活性化させる。同時に、若年層を中心としたアウトバ

ウンド（日本人の海外旅行）を促進する「ツーウェイツーリズム」を展開し、国際航空路

線の維持・拡大による相乗効果を図ることで、将来的なインバウンド需要の基盤を強固に

する。 

7.4 グローバルなパートナー連携と安全網（リスク管理）の構築  

 

日本の観光資源を明確にブランド化し、安全・安心な滞在環境を整備した上で、世界へ強力に発信

する必要がある。 

⚫ 国際的プロモーションと提携： Serandipiansや Virtuosoといった海外高付加価値旅行者コン

ソーシアムとの連携を深める。さらに、国際的旅行エージェント、ラグジュアリーブランド、

航空会社との提携を通じコンシェルジュやトラベルアドバイザーといった高付加価値層に直

接訴求できるグローバルなネットワークにアプローチする。 

⚫ 旅行者の安全確保と危機管理体制： 「持続可能な観光」の前提となる安全・安心を担保する

ため、災害情報アプリ「Safety tips」の普及、津波フラッグによる視覚的情報伝達、鉄道・

空港の多言語避難誘導を強化する。 

 

おわりに 

 

海外高付加価値旅行者層を対象としたインバウンド施策は、日本の観光産業にとって「量か

ら質」への劇的な転換を図り、質の向上と持続可能性を両立させる戦略的な取り組みである。

数値目標の達成は通過点に過ぎず、究極の目標は日本の豊かな自然・文化を次世代へ引き継

ぎ、「住んでよし、訪れてよし」の三方よしの好循環を実現することにある。 今後は、地

域・企業・政府が一体となり、日本ならではの「心に残る特別な体験」を創出・発信してい

くことこそが、新次元の観光立国へと飛躍するための鍵となるであろう。  

                                                                                   

以 上                                                 
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